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沖電気工業株式会社
代表取締役社長

過去から未来へ、
サステナブルな社会の実現に
貢献していきます。

ステークホルダーのみなさまへ
ステークホルダーのみなさまへ
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OKIは、今年で創業137年を迎えます。ここに至るまでの
長い歴史の中、企業理念である“OKIは「進取の精神」をもっ
て情報社会の発展に寄与する商品を提供し、世界の人々の
快適で豊かな生活の実現に貢献する”に従って誠実に経営し
てまいりました。
一般にはその存在が見えにくいものの、例えば空や陸にお
ける交通の安全確保、防災や消防システム、官公庁や金融機
関のシステムなど、その範囲は公共から民間に至るまで、あ
らゆる分野、そして広義の社会インフラにOKIの技術や商品
は採用されてきました。そのことにより、人々の安心で安全な
快適生活を支える企業として、社会的な責任を果たしてきた
と自負しています。
「繋ぎ続けて創る未来」という現在の基本思想には、これか
ら先も創業150年、さらにその先に向けてここまでの営みを
繋ぎ続けていきたいという、私の経営者としての思いが込め
られています。
日本には世界に冠たる優良企業がたくさん存在しますが、
一方で130年を超えるほどの歴史を持つ企業は、実はそれほ
ど多いわけではありません。
ある株主様から次のようなお言葉を頂戴しました。「歴史の
ある企業はその歴史を刻む間にも何度も大きな環境変化に
見舞われていたはずで、その変化に耐えながら適応すること
ができた企業だけが今も生き残っているのです。」
歴史があることの裏側には、幾多の試練を乗り越えるため
の不断の企業努力の結果があり、そして社会に生かされてき
た企業としての存在理由と使命がそこにある、ということが
示されていると受け止めています。
「繋ぎ続けて創る未来」の「繋ぐ」という言葉には、国産初の
電話機を開発・製造し、音、光、映像などのデータを繋ぐ通信

の会社というOKIの生い立ちとアイデンティティが表現され
ています。
今、社会ではデジタル変革の大きな波を受けながら、５G時
代の到来を目前に、すべてのものが「繋がる」IoT市場が急速
に拡大してきています。加えて労働力不足や少子高齢化など
の日本固有の社会的課題が顕在化してくる中、ICTの技術を
活用した課題解決に大きな期待が注がれています。
OKIは数々の実績に裏付けられた確かな「繋ぐ」技術を保
有しているほか、長い歴史の中で磨かれてきた音響や映像の
センシング技術、さらにビッグデータを分析し活用するため
のノウハウを併せ持っています。こうした強みのある技術を
ベースに、OKIが137年を支えていただいた数多くのお客様
との「共創」によって、さまざまな課題の解決に貢献し、これま
で以上に社会に必要不可欠とされる企業として、持続的な成
長を果たしていくことができると確信しています。
このようなOKIグループの基本的な考え方や企業としての
姿勢、取り組みは、2015年9月に国連加盟の193カ国すべ
てによって採択された重要な指針である「持続可能な開発目
標（SDGs）」にも合致するものと理解しています。
OKIグループは国連グローバル・コンパクト参加企業とし
て、SDGsに示されたグローバルな社会課題に取り組み、さま
ざまな商品・サービスの提供を通してSDGsの達成に貢献し
ていきたいと考えています。そのためにイノベーションへの投
資を通じて、革新的なソリューションの開発や抜本的な変革
を進めていきます。ステークホルダーのみなさまには、そのご
期待に応えながらより一層の関係強化を図ってまいりたいと
考えています。今後、優先的な課題に目標を設定し、持続可
能な目標を企業の運営に組み込んで、より実効性のあるもの
にしていきます。

「モノづくり・コトづくり」を通して、
より安全・便利な社会のインフラを

～繋ぎ続けて創る未来～
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ステークホルダーのみなさまへ

ステークホルダーのみなさまへ

「中期経営計画2019」の初年度でした2017年度は、情報
通信事業やＥＭＳ事業は概ね堅調に推移し、プリンター事業
では円安による売上、利益への効果がありましたが、メカトロ
システム事業において海外市場でのＡＴＭ販売が低調だった
ことから、売上高は前期比136億円減少の4,380億円となり
ました。営業利益は、物量減の影響があったものの前期に計
上した一過性の損失がなくなったことから、同52億円増加の
77億円となりました。
経常利益は、前期に計上した為替差損48億円が、当期で
は為替差益２億円に転じたことなどから同109億円良化の
85億円、親会社株主に帰属する当期純利益は同12億円増
加の59億円となりました。
財政状態については、総資産は前期末に対して111億円
増加の3,718億円となりました。自己資本は、親会社株主に
帰属する当期純利益を59億円計上したこと、およびその他
の包括利益累計額が19億円増加した一方で、普通配当を
43億円実施したことなどにより、前期末に対して33億円増
加の1,002億円となりました。自己資本比率は前期同様の

26.9％、DEレシオは前期比0.1倍良化の0.8倍と、財務上の
健全性に変わりはありません。
2017年度の事業の進捗を振り返りますと、メカトロシステム
事業における海外ATM市場での販売不振が、大きくグループ
全体の業績に影響を及ぼした1年となりました。ブラジル市場で
は、国営銀行へのリサイクルATMの納入がありましたが、残念
ながら後が続かず、リサイクルATM市場の拡大ペースがわれ
われの想定よりも遅かったことにより、収益の改善には至りませ
んでした。インド市場においても、競争激化の影響により計画を
下回る販売台数となりました。中国でも、市場の伸びが鈍化し
たことに加えローカルベンダーの台頭により、数年前までのよ
うな販売台数は今後望めない状況です。このような状況を踏ま
え2018年度、メカトロシステム事業については「中期経営計画
2019」の戦略の一部を見直し、構造改革を行ってまいります。
一方戦略分野であるEMS事業では、沖電線株式会社の完
全子会社化を通じて事業規模の拡大を実現し、FA（ファクト
リー・オートメーション）など新たな成長が期待できる領域へ
の案件獲得に向けた礎を創ることができました。

2017年度の業績と振り返り

OKIを取り巻く市場環境、経済環境には現在大きな変化が
起きています。特に「デジタル変革」「キャッシュレス化」「ペー
パーレス化」「銀行業界の構造改革」「『５G』時代の到来」、これ
らはOKIの事業に大きな影響を与えるものと考えています。
キャッシュレス化の流れは既に中国をはじめ世界各国で顕
著になっていますが、日本でも決済サービスの多様化や現金
管理コストの見直しなどにより、今後加速していくものと想定
しています。銀行業界の構造改革についても、業務効率化に
よる店舗数の見直しや人員削減、メガバンク間でのATM統
合検討など、これまで見られなかったさまざまな変化が起こ

ろうとしています。これらの変化は加速するデジタル変革と
相まって、OKIが手掛けるATMや金融機関向けシステムな
ど、従来の商品・サービスを縮小させるかもしれません。一方
であらゆる決済サービスに利用できる端末や店舗のない地
域への新しい金融サービスの開発など、新規ビジネスにつな
がるチャンスとも捉えることができると私は考えています。
また５Gネットワーク時代の到来は、IoTの進展によってあ
らゆるものがつながっていく中で、長年通信インフラに携わ
り、かつお客様の業務に特化したビジネスを行ってきた結果、
エッジ領域に端末インストールベースを持つOKIの強みが活
かせるチャンスであると考えています。ペーパーレス化につい
ても、スマートフォンやモバイル端末の利用増によって印刷需
要が減少することはプリンター事業への脅威になりますが、イ
ンダストリー市場へシフトすることによって、オフィス市場より
もOKIのLEDプリンターの特長が活かせる新規市場の開拓、
新商品の開発を進めていきます。
このように著しい環境変化の中にあっても、われわれOKI
グループは社会の新しいニーズを的確に捉え柔軟に対応し、
社会の課題解決に貢献できる新しい商品・サービスをお客様
に提供していきます。

経営環境認識
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2017年度の配当金につきましては、1株当たり中間配
当金20円、期末配当金30円の配当を実施いたしました。
2018年度の配当金は、中期経営計画2019の安定配当方

針に基づき、1株当たり年間配当金50円を期末に実施する
計画です。OKIは、今後も株主のみなさまへの安定的かつ継
続的な利益還元を最重要課題として取り組んでまいります。

2017年度の1年でOKIを取り巻く環境は大きく変化しまし
た。今後もめまぐるしい速さで変化し続けると想定されます。
しかしながら、その変化を確実に捉え、「稼ぐ力の強化」「安定
して収益確保のできる会社」の実現に向けた取り組みを着
実に進めて結果につなげることが、ステークホルダーのみな
さまからOKIグループに求められていることであると考えて

います。2018年度にすべての事業を成長軌道に回帰させ、
将来の成長に向けた取り組みを加速できるよう尽力してまい
ります。ステークホルダーのみなさまには、引き続きご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

2018年8月

前述のとおり、2017年度、事業は海外向けATMを除き概
ね計画どおりに進捗しましたが、そのマイナス面が大きくOKI
グループ全体の業績に影響を与える結果となりました。2018
年度につきましては、OKIグループ全体を持続的な成長の軌
道に回帰させるため、右図の方針で取り組んでまいります。
情報通信事業では、前期に立ち上げた多数のＩｏＴ関連共
創ビジネスを一層強化していくほか、既存事業で確実に収
益を積み上げます。メカトロシステム事業は、海外事業にお
いてその軸足を完成品直販からモジュール・パートナービ
ジネスへ移すという戦略の見直しと構造改革により、早期
の収益回復を目指します。プリンター事業では、インダスト
リー市場へシフトするための体制固めが前期で概ね完了し
たことから、今期はインダストリー向け売上の増加に取り組
みます。ＥＭＳ事業は、前期の好調な業況の継続が見込まれ
ることに加え、OKI電線とのシナジー効果も期待できること
から引き続き事業の拡大を図ります。
これらにより、2018年度の売上高は前期比120億円増収
の4,500億円、営業利益は同63億円増益の140億円、経常
利益は同45億円増益の130億円、親会社株主に帰属する当
期純利益は同９億円減益の50億円の計画といたしました。な
お本計画には、メカトロシステム事業での構造改革費用を中
心に、特別損失約50億円を織り込んでいます。

2018年度の計画

株主への還元

おわりに

売上高 4,500億円
営業利益 140億円
親会社株主に帰属する
当期純利益 50億円

2018年度計画

2018年度の方針

情報通信 IoT利用の共創ビジネスの
実績を拡大

メカトロシステム 戦略の見直しを行い、
早期に損益イーブンを達成

プリンター  インダストリー市場向け
新規売上の実績を拡大

EMS OKI電線とのシナジー効果を
発揮し成長を加速

引き続き財務基盤の安定および強化を図り、安定した
株主還元を継続

持続的な成長の軌道へ回帰する




